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報道関係各位 

 

プレハブ仮設住宅への集団移転は 

肥満とうつのリスクを高める 
  

北里大学医学部 引地博之講師の研究グループは、震災から2年半後と5年半後に追跡調査

を行い、2度に渡る集団移転/個人移転が健康にどのような影響を与えたのか検討しました。

2,664名の3時点データを解析したところ、プレハブ仮設住宅への集団移転は0.79ポイントの

BMI増加と1.50ポイントのうつ得点の増加に関連していましたが（また、BMI25以上を基準と

する肥満にも関連）、災害公営住宅への集団移転とこれら健康指標との間に有意な関連は見

られませんでした。一方、個別移転は、両時点で高次生活機能と認知機能の低下に関連する

傾向が示唆されました。 

集団移転は社会的結び付きを強めることで、健康維持に役立つと考えられてきましたが、

プレハブ仮設団地では飲食を伴う地域の会合などが多く、それがBMI増加に結びついたのか

もしれません。また、経済状況や居住環境の大きな変化が精神的健康にも影響した可能性が

あります（2013年に個人移転したと回答した方の半数以上が新たに購入した住宅に入居して

いた）。個別移転者には孤独を防止する対策をとり、集団移転者には負の影響を緩和するた

めに、体操教室の開催や市民農園の開設によって、身体活動の機会を設けることが有効にな

る可能性があります。 

 

 

* p < .01, n=2,664 
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通常、加齢に伴い BMI が減少するが、プレハブ

仮設に集団移転した高齢者は BMIが増加した プレハブ仮設への集団移転は

30 歳加齢した場合のうつ発症

リスク増加に相当する 

プレスリリース 
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研究の背景 

地域の社会的結び付き（ソーシャルキャピタル）には、健康を保護する役割があることが示唆されてきまし

た。先行研究において、私たちは東日本大震災前の地域コミュニティごとにプレハブ仮設住宅に移転する

集団移転方式が、震災後の社会的結び付きの維持に役立つことを示しました（Hikichi et al., 2017）。

岩沼市では、東日本大震災から 5年後の 2016 年 4月に仮設住宅が閉鎖され、住民たちは新たに住宅

を購入するか災害公営住宅団地に震災前のコミュニティ単位で集団移転しました。私たちは、震災から 5

年半後（2016 年 11 月）に追跡調査を行い、2 度に渡る集団移転/個人移転が健康にどのような影響を

与えたのか検証しました。 

 

対象と方法 

日本老年学的評価研究プロジェクト（JAGES）は、2010年 8月に岩沼市在住65歳以上高齢者を対象

として、くらしに関する調査を実施しました（回答者 5,058 名、回答率 59.0%）。その 7 ヶ月後の 2011

年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し、死者 180 名、家屋被害 5,542 戸の被害が生じました（津波の

浸水域は市域面積の約 48%）。震災から 2年半後と 5年半後に追跡調査を実施し、2,810名から 3時

点調査データを取得し（追跡率 68.4%）、震災前の調査時点で身体的・認知的機能に制限のない

2,664 名を解析対象としました。解析では、性別、年齢、教育歴、世帯年収（等価所得）、婚姻状態、就労

状況、世帯構成、震災での親戚・友人の喪失の影響を考慮しました。 

 

結果 

プレハブ仮設住宅への集団移転（51名）は0.79ポイントのBMI増加と1.50ポイントのうつ得点（GDS-

15）増加に関連していましたが（また、BMI25以上を基準とする肥満にも関連）、災害公営住宅への集団

移転（63 名）とこれら健康指標との間に有意な関連は見られませんでした。また、プレハブ仮設への集団

移転は社会的結び付きの強さと有意に関連していましたが、災害公営住宅団地への集団移転は関連して

いませんでした。一方、個別移転は、2013年（71名）および 2016年（48名）の高次生活機能と認知機

能の低下に関連することが示唆されました。 

 

結論 

集団移転は社会的結び付きを強めることで、健康維持に役立つと考えられてきましたが、プレハブ仮設団

地では飲食を伴う地域の会合などが多く、それが BMI 増加に結びついたのかもしれません。また、経済

状況や居住環境の大きな変化が精神的健康にも影響した可能性があります（2013 年に個人移転したと

回答した方の半数以上が新たに購入した住宅に入居していた）。 

 

本研究の意義 

集団移転の負の側面も考慮する必要があることを示唆しました。個別移転者には孤独を防止する対策を

とり、集団移転者には、体操教室や市民農園への参加を促すことにより、身体活動の機会を設けることが

有効になる可能性があります。 
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TEL : 03-5791-6422 
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